
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

597 ○ 管理経費

分野別目標 1 ○ 法定受託事務

政 策 2

施 策 2

取 組 2

継続 主な事務事業

Ｈ２１ Ｈ２５

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） 小野田　典史 (422-0119) いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

117,380 128,836 128,060 126,370 128,060 124,151 123,529 121,581

- - 9.1% 0.0% -16.9%

171,230 162,123 171,230 166,305 171,230 150,509 139,455 171,230

302

171,230 162,123 171,230 166,305 171,230 150,509 139,757 171,230

1,007

6,800

4
117,380 128,836 128,060 126,370 128,060 124,151 116,729 120,570
22.35 21.16 22.35 22.02 22.35 19.93 18.8 22.35

0.14

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値

実績値 194 182 133

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 60 60 60 60

実績値 84 81 78

全体目標値 60 全体目標達成度 75.0% 年度別達成度 B B B

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

単位

22.35

実
施
内
容

新指令システムの成熟を図り
機器の操作技術の習得と向上
に努めた。
消防救急無線デジタル化に向
け、局内整備促進プロジェク
トチームを発足し、充実した
消防通信体制の確保、整備費
用の低廉化及び有効な財政支
援措置の活用等に向けた検討
を行った。

新発信地システムと消防緊急
通信指令システムの統合を実
施。
消防救急無線デジタル化に係
る内部検討。

消防救急無線デジタル化に係
る電波伝搬調査を実施。
北部１２本部で指令業務共同
運用勉強会を行った。

消防救急無線デジタル化に係る
基本設計及び実施設計を実施。
北部４消防本部で指令業務共同
運用検討委員会を立ち上げて内
容の検討を行った。

消防救急無線デジタル化に係
る共同整備。
北部４消防本部で指令業務共
同運用検討委員会で審議を
行った結果を報告書にまとめ
作成する。

事
業
費
 
千
円

60

249

主な予算内訳 通信運搬費　１１、６７３千円、　機械等借上料　９７、３５３千円、　和歌山県消防救急デジタル協議会負担金　７、６９８千円

国庫支出金

22,000

人件費

常勤職員

非常勤職員

平成25年度

計画

県支出金

171,230

14.3%

171,230

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 146,316

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
124,316一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

１１９番受信時における心肺蘇生法等の口頭指導効果件数

指標名及び達成状況

単位 件数

成
果
指
標

１１９番受信時から指令までの時間

単位 秒

単位

75

B

件数

事業進捗管理シート

通信指令業務
事業区分(1)

事業経費

その他

消防力の充実

安心して、安全に暮らせるまち

その他

款

事業種別

常備消防力の強化

事業区分(2)
自治事務

消防・救急救助体制の充実

消防費

目 消防費

一般会計

消防費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

通信指令設備運用事業事項

事業期間 ～ 大事業

項

消防事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
 消防緊急通信指令システム、統合型発信地表示システム、地図検索システム、救急医療情報シス
テム、総合防災情報システム、消防無線及び高所カメラ等を駆使して多種多様な災害に対応する。
　各種システムの操作技術の習熟と向上に努めると共に消防救急無線のデジタル化整備及び他消防
本部との指令業務共同運用を検討し通信指令体制の強化を図る。

　
　火災・救急・救助・その他の災害対応を迅速かつ的確に行な
えるよう、通信指令体制の充実を図る。

指令課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


